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企業と家計の社会階層別マクロ金融

資産負債データの推計方法について

一一階層別SNAの勘定構造の設計と推計121-一

土 居 英 二

は じ め に

本稿の目的は, SNAの法人企業部門と個人部門の金融資産・負債舜高デT

夕を細分化して,次のようなっより詳細な社会階層別の金融資産・負債データ

の推計方法を検討することである。

(1)民間非金融法人企業部門 :

① 大企業 (資本金lo億円以上)

② 中小企業 (資本金1千万円以上～10億円未満)

③ 零細企業 (資本金1千万円未満)

(2)個人部門 :

① 雇用者世帯  ② 農林漁業世帯  ③ 非農林自営業世帯

④ その他の世帯 ⑤ 対家計民1間非営利団体
なお,推計方法を検討することが本稿の課題なので,試算については1980年

(昭和55)暦年末の一時点とした。時系列データについては,別稿にゆずりた

い。また,公的企業とは1区分された民間非金.融法人企業の金融資産・負債残高

に関するSNAデータは, 日本では年度末については存在するが,暦年末にっ

いてはない。あえて暦年末を推計対象としたのは,今後,公表予定の社会階層

別産業連‐関表〔1〕 ,社会1階層別1国民所得統計〔2〕 との接続を考慮せざるを得ない

からである。したがつて,民間非金融法人企業の金融資産・負債残高に関する
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企業と家計の社会階層別マクロ金融資産負債データの推計方法について

1980ぐ昭和55)暦年末SNAデータとして掲げたものは,1979年度末と1980年

度末の「内訳部門別金融資産・負債残高」表の民間企業のSNAデータの補1間

により,筆者が便宜的に推計したものである。

SNAの法人企業部門データの規模別分害1は,国連統計委員会〔3〕 の提起が

あるが,国内では,SNAデ ータではないが,資 金循環表データについて,
国民金融公庫E4〕 , 日本銀行〔5〕,産業構造研究所〔6〕 の推計例がある。他方,

SNAの個人部Flデータの細分割は,国連続計委員会〔7〕 がSNAの提案の中
で,世帯主の社会経済分類を基準とした上記①～③を含む家計の副部門の設定

を提唱している。ただこの後者の実際の推計は,最近においても1981年の国連

続計委員会E8〕,OECDの 国民経済計算専門家会議〔9〕 ,な どで話題にされた
が,内外ともに殆ど例をみない〔10〕。
'そ
の大きな理由はSNAな どのやクロ資金デニタが,精度は高いが世帯類型

別表章を持たない金融機蘭側のデータを基礎としていて推計が容易でないこ

と,あえて推計しようとすれば,直接,世帯側の貯蓄・負債を調べたデータに

世帯数を乗じたミクロ集計量データに依る方法が考えられるが,このミクロ集

計量データが,前者のマクロデ‐夕と,一般に概念的にも量的にも,大きなギ

ャップを持つこと,な どであろう。アメリカにおける資金循環表の推計担当者

として,連邦準備制度理事会の Brill〔 11〕 は, 企業部門についてであるが,理

論上は一致するはずの,個人企業の財務調査によって得られた「借入金」集計

量と法人企業のそれとの合計が,銀行の企業全体への「貸出金」と大きな不突

合を生ずる場合,自熱した議論になると紹介している。

【表 1】は,法人企業部門について, SNAデータと法人企業統計『年報』デ

ータ (1980年度末)の対応をみたものである。参考欄は後に検討するように,

データ作成の制約上,法人企業統計データの企業数が,過小になっている点を

概略,改めたものである。【表 2】は,個人部門について, SNAデータとミク

ロ集計量デァタの概略1的な対応をみたものである。ここでも,項目によって両

数値の大きな不突合が存在している。例えば,個人部門の「現金・預金Jは ,
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表 1 非金融法人企業の金融資産負債残高に1関 |するSNAデータと
法人企業統計データの比較 (1980年度末)'   (単 位 :10億 1円 )

1.SNAデ ータ        2. 法人企業統計データ  3.修 正値

《資料》経済企画庁‐国民所得部『国民経済  《資料》大蔵省『財政金融統 《左資料》
計算年報(昭和59年度版)』 付表6,内訳部 計月報』1981年 11月 号 (法人 法人企業数
門別金融資産◆負債残高(624～627p.)(民  企業統計年報特集―1昭和55年 修正
間
.法
人企業)              度)「業種別,規模別資産 ,

負債 0資本及び損益表」 (46

～47p.)総額欄

合   計  369,297.1        合   計   359,180。 9

資産 0負債残高差            資産・負債残高差

,     -95,251.1                             ~97,345.1
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金融機‐関サイドの資料から得られたSNAデ ータの額にたいし,家計サイドを

調査した額は,6害1にも達しない。これらの両データの突合の根拠をi明 らかに

して,可能なかぎり妥当な推計方法を1開発することが,本稿の課題である.。

マクロデータとミクロ集計量データとの対応の問題は,R。 &N.Ruggles〔 12〕 ,

1981年のO EC DI国民経済計算専門家会議〔9〕 ,も提起しているように,マ クロ

データの細分化の目1的にとどまらず,経済全体の構造と動向を示すマクロデー

タと個々の詳細な経済主体の行動様式を示すミクロデータの関連を把握するう

えで,重要な研究領域である。このような内外の研究動向をふまえながら,以

下,社会階層を取引主体とするSNAデ ータの再編作業〔ユ〕の一環として,法人

企業と個人部F]の金融資産負債データの細分割の方法について一つの素材を提

供したい。

l SNA法 人企業金融資産負債データの規模 =階層別分割

(l)推 計方法の概要

法人企業の所有する金融資産負債の社会的集計量を企業規模別に推計する方

法として前述の日本銀行〔4〕等が用いてきた基本的方法は,マ クロデータ (資金

循環表 C残高データ)を,法人企業の財務データの社会計集計量である大蔵省

『法人企業統計』の当該項目の規模

'U比

率で按分する方法である。今回もこれ

までのこの推計方法を用いる:

ただ, SNAデータと法人企業統計データを1980(昭和55)年度末を例にと

って比較すれば,先に掲げた【表 1】の第一欄と第二欄のように両数値の相違が

目立つ。①法人企業統計データが,データ作成の制約上,数値が全体にわたり

過小になっている,②有価証券が, SNAでは原則として額面価額で記録され

ているのに対し,法人企業統計データは簿価で記録されている,な どが両数値

の相違の主な理由である.。 ②については他の適当な推計資料・方法がないの

で,法人企業統計データを用いざるを得ないが,0については,デ■夕修正の

(4518) 33
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方法について研究が積まれている。個月J項目の推計方法に入る前に,その1方法

について述べよう。

(2)法人企業統計7~~夕の修正

本稿で例示 |と して示す推計対象1時点はp帥年末みので,法人企業統計デ‐タ

tま『季報 (昭和55年10～1の』月を棺討対象としよう。『法人企業統計』は,大

企業は全数調査,中小企業は,サンプル調査の違いはあるが,

1企業あたりの購務譜表の金融資産負債データAX企業数N………・・。(1)

を共通の基本算式として|,業種昇」・規模rlJに推計されている。

しかし,(1)式から得られる法人企業統計データは1標本調1査の設計上,全体

としては絶えず増力回している母集団Nを一1定1時期に1固定して,,そのNについて

のAを求めるので

'①
Nが過Jヽになる 期 査期1間申の新設法人を含まない,母

集1回Nの設定時師 中`小企業について調査開1始の14カ月前,調査期1末の126カ 月

=二年ニカ月前と古いのでこのIFEDに もNは 1増加している),②標本平均値Aが

過大になる偶 集団確定から調査までの期1間に,各規模で,Aを小さくする』ヽ

規模の法人新設と下位規模からの新規参入|,大規模法人の上位規模への移動),

等の1問題が指摘され,ている (【表3彫瑚ゆb

『季れ の持つ問題点については‐,既に|,経済企1画.庁 E13〕 ,社会工学研究所mり ,

日本経剛 究センタ‐〔蝸〕,商正申金調査部〔16〕,が独自のデータ修正方法を

開発している。経済企画庁は,鋼中のフローと期末ストックの正確な絶対額,

社工面は全国的なフロ‐諸項目の修正に 者は時系列データのスムーズな接続

に修正の力点を置いてしヽる.。 本1稿では,一部異なるが経済企画庁の次の修正方

法を用いよう。

(1)資本金〒千万円以上 :全業種,各規模の, 1企業あ.た り修正標未平均値

を角6.12,修正企業数をξ
`ら

,12と すれば
｀

α66,12・亀5,12豊 [A夕6,12'(1+R,3)。 (1+13/4・ B56)日。(N55,12+n)‐・。Ⅲ…………12)

ただし,

34(457)



躙Ｅヽ剌鍵Ｓヽ

―は権厖鑑ぐく逃

Ｅ彗ざＫ調Ｃ

くＣや肛選せ０

（黙蝶Ｃ曽′だ

‘目）′
，
和′マレＲ

３じＺ照熙ぐＣ

植嶽脱＝ＯＳ警

゛赳徹米国ＯＯ

長曖臣●

（Ｂ）ｚ報靭ｑｘ

く埋Ｓ絆靭ぐ】

＝ヽ―卜●

＃露ｑ盤■】＝↑じいＺ

渾針゛、露Ｎ＝（お）ゴ

韓〓゛．Ｒ＝（Ｒ）ブ…

や撃

鎌報ＯＣｍ冨Щ”

叶８１１１１（Ｂ）【〓回畔申

『Щ圏―瞑８叶Ｒ群炸』

轟鵜ａｃ口〓駅【

叶ぶ‐ ―‐ ―（Ｂ）一Ｚ回畔中

『奴斜―駅會叶牌緊瀞』

轟靭釧Ｃ回覇嗅Ｈ

叶薔＝含じ∞Ｚ回・畔申

『撻叶Ｂ群寺』
０　　「　　　Ｎ

叶器

（ＯЮ￥Ｚ
（卜いヽＺ

（卜いＹＺ

一　・圏

Ｉ歯ぶ女ヽ―卜掟優

一ＨＯ【∞０「Ｎ一゙】ｏ【∞

叶Ｒ叶

Ｎ　一・一一

叶露

一↑……〓像員響……

」誰『Ｎ】ｏＨ織』

一●……。●・……・・ｋ爪ヽミ響‥

一
面曜

燒　　
『Ｎ［‐ｏ】ヽいい嚇訃』

一――――ぃく―１１１１↓

騒０羅『群叶』

却轟．器Ｉ●像晨習

。……椰８■３■日＝（跳）め孝椰Ｎ卜．〓“．】＝∞Ｚ

曾畑）

………憚震、８Ｎ＝（８）一孝……………‥椰ミ一ぃ綿Ｎ＝Ｎｚ

（響ヽ∞。こ　　　　　　　　　　　　　　　　　（
．
畑）

瓢ミ「口＝「２製翠Ｋ眠斜

輝ミ＝層條員雪

―・…。…・却い８．ヨ＝ガ　（Ｈ組）

郡ＲＯぃヽＮ＝ｚ゙製翠

憚３．尋ｋ・條員響

縛Ｒ【．圏■】１一ｚ艘摯ＫЩ圏

螺菫楡紳■・

（ゆゆ）ＮＺ

（ゆ”Ｙ２一

轟拙Ｃ

＝口Ｚ

埋詰畔
＝】く

轟柵ぐ
＝Ｚ゙

埋権鍬
＝ぐ
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企業と家計の社会1階層711ヤ クロ金融資産負債データの推計方法について

Aぅ
=,12:『
季報55年10～12月』 1企業あたり残高

R55 :56年度標本による年度初残高/55年度標本による年度末残高-1
R,6 :57年 度標本|による年1度初残高/“年度標本による年度末残高-1
1 N55,12:『季報55年 10～ 12月』企業数 (54年 1月 )      :
 `n  :増 加企業数 (54年 1月

～
55年 12月 )

(通)資本金〒千万円以下 :全業種,各規模の,修正集計量を島5,12と すると
B55,12・ξ55,12=[(B50,3/A50,3)eA,5,12]‐ (N〕5,12+n)° ,…・………・・・………131

ただし,

B56,::『55年度年報』一千万円以下各規模の当該データ

: A50,3:『 55年度年報』一千万円以上全規模の当該デ‐タ

A55,■2:『季報55年10～12月』一千万FI以上全規模の当該データ

lii)については企業数の修正は可能だが,一企業あたりの標本値を修正するた

めの資料が存在しない。したがって,この零細企業1の規模の推計値は,実際よ

りも過大になっている点,留意が必要である。

(3)項目別推計方法

lal【現金】【通貨性預金】【その他の預金】

まずこの三項目について一括したSNAデ =夕 を,法人企業統計データ (以
下修正値)の「現金 0預金」の規模別比率で按分。のち次の順序で推計する.き

①大企業 :日銀『主要企業経営分析』財務デ
ータの ,「現金」「要求払い預金」

「定期性預金Jの比率で項目別|に配分。②零細企業 :総理府『個人企業経済調

査』より得られる製造業。商業・サービス業のそれぞれ一企業あたり F現金」

対「預金」比を法人企業統計データー千万円以下の法人数で過重平均し,これ

を零細企業に配分された「現金・預金」に乗じて「現金」と「預金」額を求め

る。「預金」の内訳は, SNAデータの比を用いる。③申小企業 :F現金」「通

貨性預金J「その他の預金J とも: SNAデ ータと①②の項旧別残差で求め
る。
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1bl【短期債券(保有)】 【政府貸出金】         ‐

短期債券 (保有)とは,政府関係短期債券を意味し,殆どが公的企業の所有

である。残りを全額大企業とする。政府貸出金も大企業とする。

(C)【長期債券(保有)】 【株式(保有)】

長期債券 (保有)と株式 (保有)は ,『法人企業統計季報』の財務データでは

規模別には流動資産に含まれるものしか記載がなく,固定資産に含まれる投資

有価証券l■,別表で記載されているが,規模の表章はない。推計の方法は,次

のとおり。(i)資本金二千万‐円以上 :①投資有価証券の種類llJに ,『54年度年報』

と『55年度年報』の規模別比率を用いて,1980年末の規模Jll比率を補間推計す

る。これに『季報55年 10～ 12月』の額を乗じて求める。②後,前述のデ
L夕修

正をおこなう。(J資本金‐千万円以下 :『55年度年報』の,一千万円以上の合

計額 :一千万円以下の各規模の数値=『季報55年 10～ 12月』の合計額 :一千万

円以下の各規模の1980年末の推定値,の比例式より求める。

ldl【売上債権】

修正済の法人企業統計データの「受取手形・売掛金」「受取手形割ヲ1残高」

の規模rll推計値をそのまま用いる。この項目は, sNAデ =夕 も『法人企業統

計季報』に基づいているが,標本値修正,企業数修正とも完全には行われてい

ない。したがって, sNAデ‐夕より,先に検討した修正済の法人企業統計デ

ータの方が近似値と思われるので,置き換える。

(o)【その他の金融資産】

1980暦年末で約11兆円と額が大きい。民間法人企業のこの項目の暦年末の内

訳は『 国民経済計算年報』「ストック編,付表 6内訳部門別金融資産・ 負債残

高」の年度末数値から得られる暦年末補間比率を乗じる。各項目の規模rll推計

方法は次のとおり。

① 損害保険 :法人企業統計データの規模別固定資産額で按分する。

② 輸出延払信用 :大蔵省『 財政金融統計月報(国1際収支特集)』 の F対外

資産負債残高表」と経済企1画庁『 国民経済計算年報』「ストック編,付表 5対
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外資産・負債残高Jの対応から,SNA:デ ■:夕に用いられて十いる為替 レー ト

(19808年=塑1円/1ドル)|を求め|,大蔵省『 1外 1国貿易概況』 瞳 要商品Flj輸
出J(上記レート円鐵 lbた額)と法人企新 計デ‐夕の産業別売上額の対比よ

り,,産業鼎J輸出比1率を算出する。各企業規模でこの比率|を=定と仮定して|,法

人企業統計デ‐夕の産業」lJ,規模別の1売上額に乗じ規模卿Uに輸出‐額を集計し|,

この構成比率を法人‐企業の輸聞延払信用額に乗じるt。

③ 対外借款・対外証券投資 :|そ`れぞれ法人企業統計『年報』補1聞データ
の「その他投資』股 資有価証券Jの規模別比率で按分する.。

④ 始の他 :全額大企業に配か。              , I
(1)【長期債権(負債翔                       :
事業債の発行残1高であり,法人企葉統計データの1固定負債の隆 債」の規模

別比率で接分する。        1            :
③■琳 式(負債)】

株式発行残高であつ|,資 1本金ベース (無償増資分を含む額画価額)である。

法人1企業統計デ‐夕の「資本金Jは,株式会社賊外の資本金を含むのでヽ これ

を1除くために,国税庁『税務統計から見た法人企葉の実態|』 資本金階級。組織

区分別「法人数の内訳」より資本金1階級711に法人数合計に対する株式会社数の

比1率を求め,これを法人企業統計データの F資本金』に乗じて推計する.。 1同一

資本金1階級内|では,法人企業を構成する株式も有限・合名・合資‐,の各会社の

資1米金規槙は1同じである.という仮定である.。

lhli【市中借入金】【政府借入金】

まず両者の合計額を法人企業統計データの短貯 長期の F金 1融機1関借入金J

の規模鼎U比率で按分する。市中と政府の1配分は,大企業については国銀『主1要

企業経営分析|』 の比率を‐,中小企業と零綱企業についてはSNAデータから,大

企業分を目|いた臨 中借入金」と腋 府借入金』の残額をそれぞれの上記借入

金額に応じて配分する。                    ・

(1)【買入債魂

“
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修正法人企輸 計デ■夕の「支払手形・買掛金Jの額を SNAデ ータの代わ

りにそのまま掲載する。理由は,③ 丁売上債権Jと同様である|。

(1)【その他の金融負債]|                  :.
暦年1末数値は,0「その1他の金融資産Jと同1様の方法で―推計する。項目lllに

は①政府1出資金は大‐企業に配分,②直接投資は法人‐企業統1計の「資本金』の規

模りI比率で,◎借款は1向「借入金』の比率で,②その1他の対外債務は向じく

「 その他の流動負債』で按分する。
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